「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（４）　生活保護の実施

	
	　　①　居宅保護の実施

	実施計画内容
	· 居宅生活を送ることが可能と認められるホームレスに対し、必要な保護費等を給付するなど、居宅保護を適切かつ適正に実施する。そのうえで就労が可能な状況であれば、就労支援プログラム等を活用するなど就労自立に向け必要な支援を行う。

· 市町村が実施する自立支援プログラム等を活用し、民生委員等関係機関の連携による日常生活の維持継続に関する支援を行うなど、再びホームレス状態となることを防止するために必要な支援を行う。

	事業実績
	・ホームレス巡回相談指導事業やホームレス緊急一時宿泊事業の利用を経て、本人の申請にもとづき生活保護の決定を行い、居宅生活が可能と判断されるホームレスに対しては、巡回相談指導事業による支援により、居宅の設定を行った。
・稼働能力のある者には、福祉事務所で策定する就労支援プログラムにもとづく就労支援を行った。また、日常生活の自立に課題のある者には、生活の維持継続に関する支援を福祉事務所が巡回相談指導事業と連携して行った。

	事業効果
	・要保護状態にあるホームレスからの申請にもとづき、適正に居宅保護を行うことにより、ホームレス状態からの脱却を図ることができた。

＜路上生活からの脱却状況＞（大阪市を除く府域４ブロック）【再掲】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(人)　　　　　　　　　　　　　
H21年度
H22年度
H23年度
H24年度
生活保護による居宅設定

124

216
130

103



	課題・問題点
	・路上生活から脱却して居宅生活を送っている者のうち、地域とのつながりが希薄となり再路上化に至ることが懸念される者への支援

	今後の取り

組み方向
	・福祉事務所、巡回相談指導事業、関係機関が緊密な連携を図りながら、生活保護受給者の自立支援に係る事業などを活用し、日常生活の維持・向上や社会的自立、就労自立に向けた支援を行うとともに、再び路上生活に至ることのないよう、関係機関や民生委員などとの連携により、見守り支援や相談支援のネットワークを構築する。

	担当部室課
	福祉部地域福祉推進室社会援護課



「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（４）　生活保護の実施

	
	　　②　直ちに居宅生活を送ることが困難なホームレスに対する保護の実施

	実施計画内容
	· 生活状況や生活能力（日常生活管理能力、対人関係維持能力等）から、直ちに居宅生活を送ることが困難と判断されるホームレスに対しては、その状況に応じ、保護施設等における保護を行う。

· 保護施設等入所者で居宅生活へ移行可能な者に対しては、関係機関の連携により、就業機会の確保、療養指導、金銭管理などの生活訓練等の支援を行うとともに、退所後も通所事業の活用を図るなど、安定した居宅生活が送れるよう必要な支援を行う。

· 保護施設等の利用者については、施設での生活状況を適切に把握するとともに、就業機会の確保、療養指導、金銭管理等の支援等、地域での自立した居宅生活に速やかに移行するために必要な支援を行う。

	事業実績
	・本人の心身の状況により、直ちに居宅生活を送ることが困難であると、福祉事務所が判断した者については、入院、又は救護施設等保護施設への施設入所による保護を実施した。

	事業効果
	・要保護状態にあるホームレスからの申請にもとづき、適正に施設保護等を行うことによりホームレス状態からの脱却を図ることができた。

＜路上生活からの脱却状況＞（大阪市を除く府域４ブロック）【再掲】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(人)　　　　　　　　　　　　　

H21年度
H22年度
H23年度
H24年度
施設入所

14

33

44

41



	課題・問題点
	・施設入所となった者に対する居宅生活移行に向けた適切なアセスメントと継続的な支援

	今後の取り

組み方向
	・日常生活能力や金銭管理能力などから、直ちに居宅生活を送ることが困難と判断されるホームレス等について、その状況に応じ、救護施設や更生施設といった保護施設などにおいて保護を実施する。

・施設入所後は、施設や関係機関と連携し、療養指導や家計管理などの生活訓練、就業機会の確保など、居宅生活への円滑な移行を支援する。
・居宅生活へ移行した後は、必要に応じ、関係機関や民生委員などと連携し、見守り支援や相談支援のネットワークを構築するとともに、福祉サービスの活用を図るなど、安定した居宅生活の継続を支援する。

	担当部室課
	福祉部地域福祉推進室社会援護課



「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（４）　生活保護の実施

	
	　　③　緊急に保護を要するホームレスに対する保護の実施

	実施計画内容
	· 健康状態の悪化等により緊急搬送された場合など、急迫状態にあるホームレスに対し、状況を把握のうえ、保護を要する場合には職権により生活保護を適用するなど適切な保護の実施に努める。

	事業実績
	・ホームレスが急病等により医療機関に救急搬送され入院となった場合には、福祉事務所は職権により生活保護を適用し、巡回相談指導事業や医療機関との連携を図った。

・生活保護の適用を受けて入院したホームレスについては、福祉事務所ケースワーカーが病院を訪問するほか、巡回相談指導事業や病院から情報提供を受けるなど、本人の状況を把握するように努めた。

＜個別対応の状況（延べ件数）＞（大阪市を除く府域４ブロック）【再掲】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

H21年度
H22年度
H23年度
H24年度
救急搬送他

96

63

70

35



	事業効果
	・急迫状態にあるホームレスに対し、生活保護を適用することにより、必要とする医療につなげた。

	課題・問題点
	・救急搬送されたホームレスが治療中にもかかわらず、自主退院して再度路上生活を送る場合があること

	今後の取り

組み方向
	・健康状態の悪化や事故などにより救急搬送された場合など、急迫状態にあるホームレスに対し、その状況に応じ、職権により生活保護を適用するなど、適切な保護の実施に努める。

・救急搬送され医療扶助を適用した場合、治療後も要保護状態にあると認められる場合には、巡回相談指導事業との連携を図り、再び路上生活に至ることのないよう支援を行う。

	担当部室課
	福祉部地域福祉推進室社会援護課



※上記「路上生活からの脱却状況」の表には、巡回相談指導事業により支援した緊急一時宿泊事業(H22.1～)　利用者を含む。





※上記「路上生活からの脱却状況」の表には、巡回相談指導事業により支援した緊急一時宿泊事業(H22.1～)利用者を含む。





※上記「個別対応の状況」の表には、巡回相談指導事業により支援した緊急一時宿泊事業(H22.1～)


利用者を含む。
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